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（別紙様式４－２）                                                 （特別支援学校用） 

（   盲    ）学校 令和５年度（２０２３年度）学校評価計画表 

１ 学校教育目標 
幼児児童生徒、一人一人の教育的ニーズや法令等の根拠に基づいた教育活動を実践し、保護
者、教職員との更なる信頼関係の構築に努め、安心安全な学校を実現する。 

 

２ 本年度の重点目標 
(1)幼児児童生徒、保護者、教職員の更なる信頼関係の構築に努め、機動的な教育活動を実現
する。 
(2)業務改善の意識を高め、自らの働き方を見直し、日々の授業や教育活動の充実に取り組
む。 

 

３ 自己評価総括表 
  評価項目 

評価の観点 具体的目標 具体的方策 評価 成果と課題 
大項目 小項目 

学校 
経営 

学校活性
化と情報
発信 

・盲学校の各活
動の活性化 

・盲学校から
特色・魅力あ
る各活動を発
信する。 

・各活動に情
報発信担当を
設け、特色・
魅力ある各活
動を学校HPや
Instagram、
Twitter等で
発信する。 

Ａ 

・各学部の様々な
教育活動の様子や
学校行事等、ＳＮＳ
を通じて１月末時
点で３００件以上
の発信できた。 

業務改善
・働き方
改革 

・業務の削減・
効率化 

・業務の削減
や効率化のた
めの工夫等業
務改善の方針
を立てる。 

・会議や研修
等、35分間で
実施できるよ
う、計画的な
業務の遂行と
効率化を進め
る。 C 

・５類移行により、
様々な行事や研修
がコロナ禍以前に
もどり、昨年度と比
べると、負担感が増
した。職員アンケー
トにおいて不十分
であると５０％の
回答であった。ただ
時間外勤務は、昨年
度と比べ平均で２
時間３０分減って
いる。 

専門性の
向上と維
持・継承 

・職員の専門性
の底上げ 

・職員全員が
盲教育の専門
性を身に付
け、向上させ
る。 

・月に一度の
学部・学科研
修や全体研
修、希望者研
修で盲教育に
ついて学び合
う。 

Ａ 

・校内や外部講師
招聘、県内外研修参
加を計画的に実施
し、視覚障がい教育
を中心に研修に取
り組んだ。 

授業 
の充実 

カリキュ

ラム・マ

ネジメン

トの実施 

・カリキュラム
・マネジメント
の推進 

・教育課程の
実施状況を評
価し、教育活
動の質の向上
を図る 

・月に一度の
評価の日や年
に５回の教育
課程検討委員
会の年間計画
を立て、学部
目標や指導内
容等について
評価し、教育
課程の改善に
努める。 

Ａ 

・評価の日・週間で
、学習計画・評価の
共通理解をする時
間を少しでも確保
することができ、妥
当性ある学習評価
とそれに応じた教
育課程を見直すこ
とができた。学校全
体でカリキュラム・
マネジメントを推
進するうえで、一貫
性・系統性をもたせ
るためには、年５回
の教育課程検討委
員会の内容の工夫
改善が必要である。 
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個に応じ

た指導の

充実 

・一人一人の教
育的ニーズに応
じた授業の充実 

・指導と評価
の一体化を基
幹にしたＰＤ
ＣＡサイクル
による授業改
善を行う。 

・評価シート
や教務手帳等
で学びの履歴
をとり、評価
規準に基づい
た妥当性のあ
る評価を行い
授業改善につ
なげる。 
 
 
 

Ａ 

・評価シートや教務
手帳等で学びの履
歴をとり、評価規準
に基づいた妥当性
ある評価を行うこ
とができている。評
価の共有に関して
は、計画的に場と時
間を設定し共通理
解する必要がある。 

キ ャ リ
ア教育 
(進路 
指導) 

就職・進
学指導、
国家試験
対策の充
実 

・進路先の保障 
 

・卒業学年生
徒全員の進路
先を確保する
とともに、早
期定着や離職
防止に向けた
支援を展開す
る。 

・就労に関す
る関係機関へ
の視覚障がい
の理解啓発及
び新規開拓を
行う。 
 

Ａ 

・卒業生の定着支
援、在校生の希望
進路先とのマッチ
ング・連携を積極
的に展開し、各人
のニーズを充足す
ることができた。 

・あはき師国家

試験合格に向け

た取組の充実 
 

・定期的な模
擬試験や放課
後や長期休業
中の補習授業
の実施、国家
試験に関する
情報提供を行
う。 

・国家試験に
向けた意識が
高まるよう、
生徒に過去の
国家試験の内
容を示し、最
新の情報を提
供していく。 

Ａ 

・放課後・夏季・
冬季補習、各種教
材提供を通じて個
々に応じた学習支
援を展開すること
ができた。 
 

キャリア

発達に関

する力の

育成 

・校内外におけ

る実習・学習活

動の充実 

・作業学習・
臨床実習の更
なる充実を図
るとともに、
各生徒のスキ
ルアップ、キ
ャリア発達促
進のための対
外的活動を企
画する。 

・普通科では
近隣校との合
同実習、ハロ
ーワーク主催
イベント等へ
の参加を企画
しつつ、進路
ノートや職業
検査等により
自己理解を深
める。 
・理療科では
治療院、訪問
マッサージ業
者、病院等で
の体験的実習
の充実を図
る。 

Ａ 

・例年実施してい
る当事者や施設職
員の講話の他、新
たにはばたき高等
支援学校との合同
作業学習、体験的
校外実習、職業検
査、清掃技能検定、
進路ノートの活用
等の実施により各
人のキャリア発達
を促すことができ
た。 
・理療科では、県
外講師による実習
や、県庁でのマッ
サージ実習等を通
じて、各人の臨床
力向上を促すこと
ができた。 

生徒 
(生活) 
指導 

問題行動

等の未然

防止 

・生徒指導等に
関わる気づきや
情報共有 

・一貫した指
導につながる
よう職員間で
の情報共有・
共通理解を図
る 

・担任、学部
主事、寄宿
舎、保護者、
その他関係者
と連携し、生
徒指導に関す
る情報共有
し、対応す
る。 

Ａ 

・年３回のいじめ
アンケート調査と
その後の個別面談
を実施し相談しや
すい環境づくりを
行っている。 
・子どものサイン
発見チェックリス
トをご家庭に配布
し長期休業期間中
の児童生徒の様子
について担任との
情報共有に活かし
ている。 
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・規範意識や倫
理観を高めるた
めの生徒指導 
 

・校則見直し
を通して生徒
の規範意識や
倫理観を高め
る 
 

・生徒心得の
記載事項につ
いて職員間で
共通理解を図
ったうえで生
徒が主体とな
って見直しが
行えるように
指導してい
く。 Ａ 

・４月の職員会議
で生徒心得の記載
について職員間で
共通理解を図った。 
・１２月には生徒
代表と職員との話
し合いを通して疑
問点を出し合い実
態に合わせた見直
しを行うことがで
きた。 
・来年度の制服のデ
ザインについて、児
童生徒、保護者、教
職員へのアンケー
ト調査を実施し、意
見を集約し、新制服
の導入を決定した。 

人 権 教
育 の 推
進 

人権意識

の高揚と

実践力、

行動力の

育成 

・教育活動全体
を通じた人権教
育の推進 

・職員の人権
意識の高揚を
図る。 
・幼児児童生
徒へのより良
い人権教育の
授業づくりを
行う。 

・人権教育の
指導方法等の
在り方につい
て、職員研修
を行い、人権
意識の高揚を
図るととも
に、他学部の
実践事例を知
る機会を設
け、人権教育
の授業づくり
に活かせるよ
うにする。 

Ａ 

・今年度は、集合型
の人権教育校内研
修を２回実施した。
第１回校内研修で
は、他学部や他教師
の実践事例を知る
ことをきっかけに、
人権意識の高揚と
指導力向上に繋げ
ることができ、第２
回校内研修では、研
修後アンケートの
結果、とても参考に
なった・まあまあ参
考になったと回答
した割合が１００
％であった 

「命を大

切にする

心」の育

成 

・「命を大切に
する心」を育む
指導の充実 

・幼児児童生
徒の実態に応
じた計画的で
系統的な指導
を行う。 

・全学部の各
学級で学期に
１回以上の人
権教育の特設
授業や、幼児
児童生徒の実
態に応じた人
権教育を意識
した取組を行
い、命を大切
にする心を育
む。 

Ａ 

・全学部の各学級
で、学期に１回以上
、実態に応じた人権
学習会等を実施し
た。人権週間には、
各学部の代表生徒
から校内放送にて、
人権に関すること
や自分の意見を発
信する場を設け、他
者を認める心を育
む取り組みを行っ
た。 

い じ め
の 防 止
等 

いじめの

未然防止

・早期発

見の徹底 

・いじめの未然
防止 
 

・いじめの起
こりにくい環
境づくりに努
め、いじめを
許さない学級
・クラスづく
りをすすめ
る。 

・電話、SNS
を利用した相
談窓口を周知
し悩みや不安
をいつでも相
談できる環境
づくりをすす
める。 

Ａ 

・全体集会等を通
して幼児児童生徒
へ相談することの
大切さを伝えた。・
スクールサインや
長期休み前の配布
物を通して相談窓
口を周知した。 
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・いじめの早期
発見 

・幼児児童生
徒の態度に現
れる微妙なサ
インへの気づ
きと職員の共
通理解のもと
での生徒指導
を実施する。 

・年３回いじ
め防止対策委
員会を実施
し、必要な情
報を共有し、
事案の検討、
未然防止を図
る。 Ａ 

・気になる児童生
徒に対して多角的
な視点からの意見
や指導助言を受け、
生徒指導に活かし
ている。 
・いじめ防止職員
研修では児童生徒
との寄り添い方に
ついて学ぶ機会と
なった。 
 
 
 

地域 
支援 

視覚障が

い教育の

センター

的役割の

推進 

・県下全域の支
援の充実 
 
 

・教育相談、
継続的学習支
援、巡回訪問
相談、弱視教
育担当者ネッ
トワーク会の
実施 

・幼児児童生
徒の実態に応
じて、園・学
校への年間１
回以上の訪問
または電話相
談を実施す
る。 

Ａ 

・弱視幼児児童生
徒の在籍園に、年間
１回以上の訪問ま
たは電話相談を実
施している。新規の
相談についてもそ
の都度対応をして
いく。 

・各関係機関と
の連携の充実 

・ひまわり教
室（乳幼児対
象）、サマー
スクールなど
行事のPRと、
みるくまネッ
トへの参画を
含めた医療・
福祉機関との
連携を行う。 

・医療機関や
福祉機関にチ
ラシを配布し
たり、県の母
子保健担当者
会議（保健師
向け）に参加
したりし、本
校の取り組み
をPRする。す
る。 

Ａ 

・年度初めにチラ
シを配付した機関
からの相談や、母子
保健担当者会議参
加の保健師からの
相談があり、成果が
見られている。次年
度から「見え方の支
援センター『あいく
ま』の名称を使用し
、外部からも相談し
やすい体制を整え
る。 

環境・健
康教育 
 
 
 

感染症予

防の徹底 

 

・学校全体での
清掃活動 

・清潔で安心
な教育環境を
整える。 

・幼児児童生
徒の清掃活動
の時間を設け
るようにす
る。 Ａ 

・幼児児童生徒、職
員全員で役割を分
担しながら清掃活
動に取り組むこと
ができた。対処的な
取組でなく、より積
極的な環境整備を
行っていくことが
今後の課題である。 

健康教育

の推進 

 

・性に関する指
導の推進 
 

・保護者と連
携した性に関
する指導を行
う。 

・保護者の思
いや見立てを
知るためのア
ンケートを行
い、結果をも
とに性に関す
る指導を行
う。 
 
 

Ｂ 

・保護者アンケー
トを実施して担任
がニーズを把握で
きるようにするこ
とができた。性に関
する指導をを全職
員で行っていくた
めの取組や仕組み
の検討が今後も必
要である。 

・食育の推進 ・食に関する
指導を定期的
に行う。 

・厨房からの
献立メッセー
ジを活用し、
食育に関する
放送を給食時
間に月１回行
う。 

Ａ 

・厨房からの献立
メッセージや各学
部による食育の放
送を通して、食に関
する指導を行うこ
とができた。今後も
継続していきたい。 
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情報教
育 
 
 
 
 
 

情報セキ
ュリティ
と情報機
器の活用 

・情報の適正な
取り扱いの徹底
と情報漏洩の防
止 
 
 

・情報の適正
な取り扱いに
対する意識向
上を目指す。 
 
 

・Googleクラ
スルームやそ
の他の場所
で、適切な取
り扱いの方法
を共有し、職
員の認識を高
めることに努
める。 

Ａ 

・全体として、情報
の適切な取り扱い
がなされた。全職員
に研修を通して、適
切な取り扱いに対
する啓発を行い、そ
の後も的確な対応
が実施された。この
取り組みは、今後も
継続して行う。 
 
 
 
 
 

・情報機器を活
用したＩＣＴ教
育の推進 

・自立活動や
視覚障害教育
の専門性に沿
った情報機器
の活用を目指
す。 

・研修部と連
携し、活用法
を推進すると
ともに、Goog
leドライブ等
に事例を記録
し、技術の継
承を行う。 

Ａ 

・情報機器を取り
扱う環境が、日々目
まぐるしく変化す
るため、状況の変化
に適切に対処でき
るような取り組み
が課題である。 
研修会および日頃
の啓発を通じて、職
員および児童生徒
への活用法の普及
を行った。今後も、
この取り組みを着
実に継続し、特に自
立活動の領域にお
ける取り組みを継
続する。 
指導力の向上に焦
点を当てた啓発を
行うことが課題で
ある。 

図書館の
環境整備
及び活用
とホーム
ページの
活用 

・図書館の環境
整備と図書の充
実 

・読書バリア
フリー法に基
づく読書環境
整備を目指
す。また、個
々人のニーズ
に対応した教
育活動充実の
ための資料提
供を行う。 

・アクセシブ
ルな書籍等を
充実させ、サ
ピエを活用し
た点字デー
タ、音声デー
タの積極的な
利用を促す。 
 Ａ 

・弱視生徒が読める
図書を充実させる
ため、大活字本、拡
大図書を購入、寄贈
で15冊受入した。今
後も計画的な購入
などで種類を増や
していきたい。教育
活動充実のための
必要な資料で不足
する分に関してはｻ
ﾋﾟｴ利用、読書支援
機器の活用も含め
た音声ﾃﾞｰﾀ提供、他
図書館との相互貸
借で対応していき
たい。 

・学校ホームペ
ージの充実 

・各学部や、
それぞれの部
署で協力して
ホームページ
の更新に努め
る。 

・それぞれの
学部や部署で
情報の偏りが
生じないよう
、行事等、迅
速にホームペ
ージに公開す
る。 

Ａ 

・全体として、定期
的な情報の発信が
なされた。SNS情報
発信のクラスルー
ムができたことで
情報発信が円滑に
できるようになっ
た。 
情報の発信の方法
が多様化している
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ため、今後、より効
率的で質の高い情
報の発信を行うこ
とが課題である。 

安全管
理 
 
 
 
 
 
 

安全な学
校生活の
保障 

・より実践的な
避難訓練の実施 

・大災害発生
時に実際に起
こりうる状況
を想定して、
各種避難訓練
を実施する。 

・避難経路に
障 害 物 を 置
いたり、防火
扉 を 閉 鎖 し
た り し た 状
況 で 避 難 訓
練 を 実 施 す
る。 

Ａ 

・訓練の日時を予
告せず実施したり、
避難経路に障害物
や閉鎖した防火扉
を設定したりする
など、より実践的な
内容の避難訓練を
実施できた。 

・校内防災体制
の改善 

・各種防災訓
練を通して課
題点や問題点
を把握し、危
機管理マニュ
アルの改善に
つなげる。 

・各種防災訓
練実施後に、
アンケート等
を通してまと
めた改善点を
もとに、マニ
ュアルを適宜
改善する。 

Ｂ 

・訓練後のアンケ
ート等を通して課
題点を把握し、危機
管理マニュアルの「
不審者・火災・地震
への対応策」を改善
することができた。 

保 護 者
と の 連
携 

説明責任
と情報提
供 

・教育活動への
理解と協力 

・年間３回の
授業参観と個
別面談を実施
し、教育活動
の共通理解を
深める。 

・面談年間ス
ケージュール
を立て、個別
の教育支援計
画・指導計画
等を基に、共
通理解できる
場をつくる。 Ａ 

・５月に年度初めの
個別面談、１０月に
後期個別面談を実
施し、教育活動の共
通理解を深めるこ
とができた。３月に
は学年末個別面談
を実施する。また、
個別面談期間に授
業参観を兼ねるよ
うにしているが、多
くの保護者に参観
してもらうよう、積
極的に案内をして
いくようにする。 

寄 宿 舎
教育 
 

基本的生
活習慣 

・発達段階や特
性等に応じた生
活リズムの確立 
・身近な生活情
報の取得や自立
に向けた生活技
術の獲得 

・児童生徒及
び保護者との
懇談の機会を
年３回設け
る。 
・ＰＴＡと連
動し、保護者
が望む生活支
援について考
える。 

・Classroom
や保護者来訪
時の対話を大
切にする。 
・ＰＴＡ研修
または寄宿舎
指導員の研修
会等で共に考
える時間を設
ける。 

Ａ 

・ 懇 談 の 場 や
Google クラスルー
ムを活用して日々
の情報交換や指導
支援の方向性を共
有した。 
熊本県寄宿舎教育
研修会（８月）で保
護者を講師に招き
シンポジウムを行
った。 

豊かな心
と社会性 

・双葉会活動及
び地域交流行事
の企画・推進 

・各学期で人
権教育の観点
を踏まえた行
事を計画す
る。 

・寄宿舎生の
声を反映した
活動や行事を
企画・開催す
る。 

Ａ 

・コロナ後の生活
も踏まえながら、
互いをよく知り、
思いやりを持てる
ようにしながら、
自治会行事や聾学
校寄宿舎との合同
行事を開催した。 

安全安心
な生活 

・防災意識の向
上と人権教育・
啓発の推進 

・定期に防災
訓練や職員研
修を実施し、
危機管理意識
を高める。 

・防災訓練を
とおして、自
助・共助・公
助の意識づけ
を図る。 

Ａ 

・火災・地震・不審
者対応の防災訓練
や研修を実施して
防災意識を高める
とともに、施設設
備やマニュアルの
見直しを行った。 



7 

 

地 域 連
携(ｺﾐｭﾆ
ﾃｨ･ｽｸｰﾙ
など) 

コミュニ
ティース
クールの
推進 

・地域と連携し
た学校の活性化 

・学校運営協
議会を通じ、
本校の学校運
営や教育活動
について地域
や関係機関の
連携強化を図
る。 

・学校運営協
議会を年２回
開催し、医
療、行政、学
術・近隣校
等、様々な視
点から助言を
いただき、課
題改善に活用
する。 

Ａ 

・学校運営協議会
を年２回開催し、医
療、行政、地域校等
の各委員より御意
見をいただいた。交
流やＩＣＴ機器操
作、歩行指導など、
本校の教育活動に
ついて協議した。 

 
 
 
 

４ 学校関係者評価 

点字ディスプレイ（ブレイルメモ）やタブレット端末を活用した授業展開がされており、視覚

障がい教育のおけるＩＣＴ機器の活用状況と学習環境の整備等、様々な工夫が見られる。 

新型コロナウイルス感染症の５類移行に伴う交流及び共同学習の状況と今後の見通しについ

て意見交換があり、充実した交流活動の取組につなげていきたい。 

歩行訓練士の導入についての現状と意見交換を行った。現在、外部専門家に依頼をしている

が、校内に歩行訓練の専門性のある職員がいることで、系統性のある継続した歩行指導の取組み

ができ、充実した教育活動が展開につながる。 

関係機関との連携について、県内市町村の行政と連携することで、現在減少傾向にある専攻科

受検生の掘り起こしにつながる。 

 

５ 総合評価 
本年度は、学校評価アンケート（保護者・教職員）を根拠として、学校評価と学校評価アン

ケートの項目を結合し、評価を行った。ほとんどの項目で９０％（十分達成できている・達成
できている）以上の評価でＡとしたが、次年度の方向性として、これまでの同じような評価項
目や取り組みから一歩前進した取り組みを目指すことを、それぞれの担当部署で確認ができて
いる。 
新型コロナウイルス感染症の５類移行に伴い、これまで中止や延期されていた交流や行事等

が再開した。そのことにより、「業務の削減・効率化」がＣの評価となり、昨年度と比較して
職員の負担感が増している。ただ幼児児童生徒の豊かな体験につながり、交流では、居住地校
交流、地域交流、ポニーキャンプ、青少年交流プログラム日韓交流、ダスキン障害者リーダー
育成海外派遣事業アメリカ訪問研修等の取組を行った。また、学校行事では、文化祭において
保護者や地域の方、第二高校生の参加（交流演奏会）やキッチンカーによる昼食提供など、５
年ぶりの通常開催となった。その他にも、招待アイススケートや手で見る造形展など、制限の
ない充実した教育活動の取組ができた。 

 

６ 次年度への課題・改善方策 
１ 専門性の向上 
・自立活動の指導のスキルアップ研修を通して、視覚障がい教育の専門性や課題、重要性につ
いての多く学びがあった。そこで来年度、自立活動委員会を新たに立ち上げ、自立活動におけ
る幼小中高の系統性のある学びの確保など、組織的に取組むための体制づくりを行う。 
・ＯＪＴの定着を図り、指導力の向上を図る。 
２ 業務改善・働き方改革  
・年間行事予定をより詳細に作成し、担当者を明確にするなど、見通しをもって組織的に業務
にあたる。 
・各分掌部による業務分担見直しをはかり、職員一人一人の意識改革を行う。 
３ 情報発信と共通理解 
 学校評価アンケートでは、ある項目のよっては、「分からない」と回答した保護者、教職員
が一定数いた。紙媒体や通信やＳＮＳを使って様々な取組の情報発信を活性化しているが、学
校全体が一体となる取組をより推進する必要がある。 

 


